
企業の IT 活用能力向上を
推進する IT 組織
成長、柔軟性、そしてイノベーションへの道のり



本稿は A.T. カーニーの英文リポート ｢Building a Capability-Driven IT Organization｣(原題 )の日本語訳です。
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多くの企業の IT 部門が目先の問題や変化への対処に汲々
とし、将来のために必要な能力を育てる時間を取れず
にいる。ビジネスの価値向上への貢献が組織目標であ

るのに、これは重大な問題である。更に言えば IT 部門は日々の
業務に忙殺されがちで、今日のビジネス環境において不可欠な
イノベーションを実現する十分な態勢にない。IT 部門が問題の
事後対応の域を脱し、企業の未来設計に積極的に関与し価値を
提供するためには、ビジネスの情報システムへのニーズと対応
能力との溝を埋めなくてはならない

企業経営者たちは、さまざまな情報システム投資

の選択肢を目の前にして悩んでいる。ルイス・キ

ャロル作の『不思議の国のアリス』の主人公の心

境ではないだろうか。有名なアリスとチェシャ猫

の会話の一節だ。

「ねぇ、お願い、ここからいったいどっ
ちへ行けばいいか、教えてくれない？」
「そりゃ、どこへ行きたいかってこと次
第だね」と、ネコが言いました。
「どこだってかまわないんだけど － 」と、
アリスは言いました。
「なら、どっちへ行ったっていいじゃな
いか」と、ネコが言いました。

〔『不思議の国のアリス』岩波書店、脇明子訳より引用〕

　今日、IT、新たなシステムサービスの調達方法、
そして革新的技術にかかる期待は大きい。社員た

ちは ITは業務の停止や障害をほとんど生じさせ
ることなく、ずっと稼働させてくれるものと思い

込んでいる。経営者たちは、ITはコスト削減だ
けではなく、業務改革の取り組みや成長の実現に

も役立ってほしいと期待する。また、顧客や取引

先企業は、最新かつ最高のテクノロジーを使い、

取引の遂行を容易にしつつコストを切り詰めてく

れることを願う。つまり、期待はかつてないほど

大きくなっている。適応力に優れるサプライチェ

ーンから革新的な顧客関係に至るまで、企業の競

争力における情報技術の重要度がますます高まっ

ている。競合他社に先を越されないためには、企

業は情報技術を従来以上に有効活用しなければな

らない。ITは、その位置づけや活用が適正であ
るなら、企業の主要な機能の変革や発展に決定的

な役割を果たし、成長をもたらすことは疑う余地

がない（P2、図 1）。

　だが、激しい変化に直面する企業、プロジェク

ト同士で予算を奪い合っている企業、戦略の優先

順位が頻繁に変わる企業など、種々の複雑な状況

にある企業は、イノベーションを促進し、事業部

門に長期的な価値をもたらす IT能力をどのよう
に構築しているのだろうか。あるいは、経営者た

ちは、複数におよぶ ITの取り組みのどれが自社
に最大の価値と成長をもたらすかについての判断

をどのように行っているのだろうか。

　こうした重要な問いに対する答えは、経営幹部

が取り組む課題の中で ITがより高く戦略的な位
置を占めることができるかどうか、そしてビジネ

スの価値や戦略に直結する領域と認められるかど
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うかで変わってくる。したがって、成長、柔軟性、

イノベーションを促進するためにビジネス／事業

部門が必要とするスキルや能力を理解し、同時に

ITコストを最適化することができる能力を持つ
IT組織の構築が必要であり、その道筋の明確化
がますます重要になっている。

　必要な能力を見きわめ育てる取り組みは、得て

して最初の一歩が最も困難である。そして、『不

思議の国のアリス』にもあったように、そこに至

るための明確な道筋は、目的地が分かってはじめ

て決めることができる。

能力重視の IT 組織への道筋
目的地はいつも簡単に分かるとは限らない。テク

ノロジーは今日の業務活動のほとんどあらゆる領

域に浸透しており、将来の成長をサポートする不

可欠のイノベーション ･ ツールと考えられてい

る。そうした期待に応えることが、IT組織の課
題である（P5、補足記事「A.T. カーニー調査：

IT イノベーションを促進する 6 カ条」）。事業担

当役員と IT担当役員は、IT部門の成長サポート
や重要なスキルや能力の育成は必要であると合意

していても、どのように実現していくべきかにつ

いては意見が分かれるケースが多い。

　前述したように、今日の IT組織は管理すべき
ものがたくさんある。ビジネス・モデルも、シス

テムサービスの調達方法（アウトソーシング、ク

ラウド等）も、テクノロジー・アーキテクチャー

も、すべて近年劇的に変化してきている（図 2）。

オフショアリングなどの IT活用がコモディティ
化してしまった現在、ビジネスに最高の価値をも

たらす IT部門をどのように構築すべきかの判断

図1
ITは業務変革と成長に不可欠（例示）
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出所：A.T. カーニー分析
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には困難が多い。弊社のアパレル業のあるクライ

アントは、IT組織を、ただ単に「灯りをつけて
おく（＝業務を続ける）」ための部署ではなく「イ

ノベーター」と位置づけようとした。だが、簡単

に行きそうもないことは我々には分かっていた。

この企業は、ITを「戦略」の分野から排除して
きた長年の歴史を改める必要があったのだ。幹部

たちは、業務改善の推進に ITがもっと大きな役
割を果たしてほしいと思いつつも、必要なサポー

トを提供することに必ずしも積極的ではなかっ

た。実際、適切な IT投資は何年もなされておらず、
既存のシステムは古く柔軟性を欠いていた。何度

もリストラ対象になってきた IT部門はトラブル
の火消しに追われ、新たな事業の取り組みの支援

においても、その場限りの対応がやっとであった。

　我々はこうした状況を念頭に、事業部門のビジ

ネス価値向上という目標達成に貢献できる IT組
織を構築するために、4段階のアプローチをとっ

た（P4、図 3）。このアプローチは、同様の課題

を抱える企業に広く適用可能である。

　（1）「何を？」：必要とされる IT 能力の定義　
このステップでは必要な能力を定める。主な狙い

は、ITビジョンを策定し、そのビジョンの実現
に必要な IT能力開発に優先的に取り組むことに
ある。以下の点について検討する。

● 競争優位を築くために必要な事業目標は何
か？

● ITの戦略的ビジョンはどのようなものか？ こ
れらの事業上の優先課題に対して、それはど

のように位置付けられるか？

● このビジョンを実現するには、現在の IT組織
に存在するどのようなギャップを埋める必要

があるか？

● 将来そうした状況を生み出すためには、具体
的にどのようなスキルや IT能力が必要か？

　（2）「いかに？」： IT 組織の最終形の設計　この

図2
急速に進化する今日のテクノロジーを構成する要素とITデリバリーの優先課題

出所：A.T. カーニー分析
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ステップでは、最終形の IT能力が適切な IT組
織によってサポートされるよう、IT能力の提供
方法を決める。以下の点について検討する。

● IT能力の提供をサポートするには、IT部門と
してどのような体制を作る必要があるか？

● IT部門は事業部門とどう連携するのがよい
か？

● 効率を高めイノベーションを促進するため、
ガバナンス・プロセスをいかに変更すべきか？

　（3）「いくらで？」： 「最適コスト」モデルの開
発　このステップでは主に、その能力を提供する
のに必要な予算規模を割り出す。以下の点につい

て検討する。

● 現状の IT支出額はいくらか？
● 求められるサービスを最適なコストで提供す
るには、どの程度の投資が必要か？

● 必要な ITサービスを提供し最適化するための
コストはどれ程か？

　（4）目標へと至るロードマップの作成　このス

テップでは、実施計画を策定する。以下の点につ

いて検討する。

● 最終形に到達する過程の節目ごとの重要な中
途目標は何か？

● 様々なアクションの実施時期はどのような依
存関係や配慮で決まるか？

● 組織にとって ITはどのような「ブランド（位
置づけ）」とされるべきか？

● チェンジマネジメントとして優先的に取り組
むべき事柄は何か？

　次に各ステップの遂行において検討すべき目

標、重要決定事項、要素をまとめる。

1. 必要とされる IT 能力の定義
IT部門に何を期待するかは各部門によって異な
る。最新かつ最高のアプリケーションの提供を重

視するところもあれば、堅牢なインフラ構築を求

めるところもある。IT部門はサービス提供者で
あり、顧客は会社と社員であるという意識を持た

図3
IT組織の戦略はカギとなる4つの構成要素を含むものなければならない

必要とされる
IT能力の定義

IT組織の
最終形の設計

「最適コスト」モデルの
開発

目標へと至るロードマップの
作成

主な作業項目

 • IT能力の現状を評価する
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 • IT部門と事業部門の連携を生むIT能力カタログを作成する

 • 必要な能力を提供するためのIT体制を生み出す
 • ITガバナンス／IT支出／データ／一元的意思決定について
 重要な決定を下す

 • 現在のコストを分析して改善機会を見つけ出す
 • 将来のIT戦略を策定する算定モデルを開発する

 • 移行の優先事項と時期の概略を示す
 • 重要な中途目標、依存関係、課題を拾い出す

出所：A.T. カーニー分析
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A.T. カーニーはこのほどグローバ
ルな調査プロジェクトを実施し、
技術革新が、企業のビジネス戦略
やそうした戦略の意思決定や新技
術を採用・実装する際の課題など
の側面において、どのように見な
されているかを調べた。多くの企
業が ITイノベーションは重要と
考えつつも、そこへの予算配分や
日常の業務活動からの軸足の移動
に苦労している（下図）。ITイノ
ベーションにおける先進企業を他
と区別する特徴は何だろうか。
我々の調査によれば、そうした企
業はビジョンや型破りな思考法を
実践するのみならず、そのビジョ
ンを実現するうえでの障害を認識
する能力も備えている。これらの
ベスト・プラクティス企業に対す
る調査で明らかになったことは、
優れた ITイノベーションは偶然

の産物ではないということだ。む
しろ先進企業に共通して見られた
のは、技術イノベーションを差別
化し、組織内で ITを効果的に位
置付けるのに資する、以下の 6つ
の重要事項だった。
　1. 費用対効果に優れる世界レベ
ルの IT の調達能力を開発する
優れた IT部門は、実行力と事業
部門内の評判の両方を改善させる
ため、効率的で費用対効果の高い
ITサービスの提供にまず注力す
るという基本を正しく理解してい
る。
　2. 投資と効果測定を通じて IT
イノベーションを実現する
ITイニシアチブと投資目標を同
一の権限下に置くことで、ITイ
ノベーションに必要な投資の確保
が可能になる。ITは独立したプ
ロジェクトの集まりではなく、む

しろひとつのポートフォリオとし
て全体的にとらえるべきと我々は
考える。すべてのイノベーション
を、ITも含めてひとつのポート
フォリオとして評価すべきであ
る。
　3. IT のリーダーシップと事業部
門との提携のバランスをとる
上層部が ITイノベーションを重
視している企業は、会社の要求、
中核的価値観、組織構成の中にテ
クノロジーの果たす役割を組み込
んでいる。技術担当役員が業績に
も責任があるのと同様、事業部門
の幹部たちも ITイノベーション
の成果に責任を負うべきである。
　4. 製品・サービスを従来の事務
管理部門の IT と統合する
ITは全機能にまたがるため、統
合やイノベーションの改善に有効
である。ITはデータや情報の統
合を通じて、デリバリーや顧客経
験を含め、製品やサービスの改善
に貢献できる。
　5. 顧客、従業員、サプライヤー
と協力して IT イノベーションを
生み出す
イノベーションを成功させる企業
は、事業部門、技術部門、サプラ
イヤー、さらには顧客、研究者、
他の業界に至るまで、あらゆるス
テークホルダーとともに戦略的
ITロードマップを推進していく。
　6. 最先端技術に関する業務上の
判断を的確に行う
競争力の確立には、自社の企業戦
略に資するのはどの初期技術か、
どれは無視すべきかを見きわめる
ことが重要である。

図： ITイノベーションへの資金配分は重要だが、苦闘している
企業が多い

出所： A.T. カーニー『ITイノベーションと有効性調査』（2009）、MITスローン・マネジメント・レビュー『Where the Money 
Isn't Vol. 51 No.4』（2010夏）

この5年間、あなたの会社や経営上層部
にとってITイノベーションの重要性が
増していますか？
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なくてはならない。IT部門は、事業を支援する
こと、顧客が基本的サービス（サーバーやメール

の継続的稼働、ヘルプデスク・サポートの提供な

ど）に満足すること、IT業務がすべて効率的で
費用対効果に優れていること、などの要求に応え

なければならない。

　戦略的な ITビジョンを策定するためには、IT
組織が対象とする様々な顧客セグメントとその業

務上のニーズを見きわめる必要がある。顧客は概

して、それぞれの機能ごとに一連の能力を必要と

し、これらの能力は通常、以下の 3つの主要領域
に分類される。IT組織は、これらの各領域を最
適化しなければならない。

● IT オペレーション・エクセレンス　IT資産を
管理し、情報システムの有効性とコスト効率

をより高いレベルに引き上げる重要な能力。

その狙いは、安価で柔軟なサポートを社内に

提供することにある。

● 事業の実現とプロセスの改善　組織内の中核
事業プロセスを改革または改善する能力。事

業のコアバリュープロセスと ITによる実現プ
ロセスの目標は、、バリューチェーンや事業運

営を世界レベルに引き上げることである。成

功の目安は、コスト削減よりも主要事業プロ

セスの改善である。

● IT イノベーション　画期的イノベーションを
実現させて競争力を改善するのに資するソリ

ューションで、事業部門とともに開発される。

その取り組みは単にプロセス改善にとどまら

ず、競争戦略の立案と市場力学の転換、競合

他社に対するリポジショニングまたは新規市

場への参入にまで及ぶ。

　弊社クライアントのアパレル企業の場合、IT
業務の現状評価から注目すべき点がいくつか浮か

図4
IT能力カタログが事業部門の共通語やフレームワークを決める（例示）

出所：A.T. カーニー分析
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び上がった。社内ユーザー調査で得られる回答は

全体的に否定的なものになるだろう、と我々は予

想した。ユーザーの苦情や、事業部門との継続的

な激しい議論が IT部門のリーダーたちの記憶に
鮮明に残っていたからだ。ところが、ユーザーの

大半は基本的な ITサービスに概ね満足している
ことが調査で明らかになった。回答内容をさらに

詳しく分析してみると、一般社員よりも事業部門

の上層部のほうが ITに批判的なことが判明した。
事業部門の幹部たちは将来に向けたプロジェクト

に多く携わっており、その中にはさまざまな理由

（ITの力の及ばないものも含まれていた）から予
定通りに進まないものもある。それで彼らは IT
に対し、「ITはまだ自分の期待に応えていない」
という見方をしがちだったのだ。結局、ITが革
新的なパートナーと見なされるためには、まず信

頼を築くことが必要であった。

　IT能力は「能力カタログ」という形で示すこ
とができる。事業部門に提供され、そこで利用さ

れるサービスに関する共通の用語やフレームワー

クは、このカタログに基づいて決められる（P.6、

図 4）。能力カタログはさらに、どの能力が中核

的で、どれがそうでないかを見きわめる基準にも

なる。中核能力は、社内での専門知識の開発を必

要とするものだ。事業部門にとって、また競争優

位を獲得するうえで不可欠な場合が多いからであ

り、ビジネス・リレーションシップ・マネジメン

ト（事業関係管理）、IT戦略、イノベーションな
どがこれに含まれる。一方、非中核能力は社内の

人間が自らやるほどの重要ではない能力で、しば

しば ITサービス業者に外注される。この分類に
属するものとしては、エンドユーザー・サポート、

アプリケーション開発、インフラ管理などが挙げ

られる（図 5）。

　例えば、データ・センター業務を基本以上のサ

ービス ･レベルに引き上げることで企業の競争優

位が向上する可能性について考えてみよう。改善

を積み重ねることでコストは削減され、バックア

図5
IT中核能力は事業部門に提供される価値で評価される（例示）

出所：A.T. カーニー分析
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 • 投資拡大による
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 • 競争力のある
　主要な差別化要因ではない
 • 追加投資が
　競争優位の大幅強化に
　つながらない
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ップやリカバリー・サービスの信頼性が増すこと

は確かだろう。だが、これが、市場での競争にお

いて図 5で述べたような戦略的差別化要因になる
だろうか。非中核能力は重要でないと言っている

わけではない。この種の能力でも、ITが「列車
を脱線させない」ために最低限維持しなければな

らないサービス・レベルが必ずある。非中核業務

における投資の限界効率（限界 ROI）を、ITイ
ノベーションやデータ管理といった領域と比較し

てみよう。プロダクト・イノベーションの

推進につながる新しいアプリケーションの

開発、次世代のマーケティング能力の育成、

そして最終的に顧客の収益性を高めるよう

なビジネス・インテリジェンスの提供が IT
によって可能になるなら、その効果や価値

は飛躍的に大きくなる。「中核対非中核」と

いうフレームワークでとらえ議論していけ

ば、何が競争優位を促進し、社内の IT部門
は何を正しく理解しなければならないか、

についての共通認識の醸成に効果的である。

　非中核業務が効率的に調達されていない

場合、コスト節減の余地がかなりあること

が多い。例えば、弊社クライアントのある

繊維会社は、自社のデータ・センターの大

部分で AS400サーバーを使用し、それら AS400
のモニタリングを中核業務と見なして社内で処理

していた。だが、我々は分析の結果、データ・セ

ンター業務をすべてアウトソーシングしたほうが

この会社の利益になると結論づけた。この判断に

より、インフラ担当取締役は中核業務に専念する

時間を確保できたばかりか、40～ 50％ものコス
ト削減が実現した。これらの業務の外部委託によ

って節約された資金は、既存の業務アプリケーシ

ョンの改善に再投資された。

　弊社クライアントのアパレル企業の場合、IT
は概ね期待通りの成果を上げていた。だが、能力

カタログで分析してみると、改善すべき点がいく

つかあった。

● ビジネス・リレーションシップ・マネジメン
トの機能は存在したものの、イノベーション

の推進を加速化し、その役割をより積極的に

果たすことが必要であった

● データ管理は、企業変革やその他の重要な改
革をサポートできるような能力に発展させる

必要があった

● トレーニングは大きな弱点で、より一元的な

立案と実行を必要とした

● ITサービスの管理と立案は、より統合的な取
り組みが必要だった

2. IT 組織の最終形の設計
IT部門のリーダーは、必要な IT能力を提供する
ための組織をどのように構成すべきだろうか。こ

の 10年間、適切な答えを見出すことが難しくな
っている。最善の組織構成は企業によって異なる

ために、正解はないというのが実際のところだ。

戦略的イニシアチブ、企業買収、自社の能力、社

内の勢力争いが企業の IT組織の構築に影響を及
ぼすことが多い。弊社クライアントのアパレル企

数多くの技術投資の選
択肢を検討している企
業経営者たちは、『不思
議の国のアリス』の心
境だろう
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業の場合、次の優先課題がいくつかの大きな変革

へとつながった。

● 新たなビジネス・リレーションシップ・マネ
ジメントチーム：この機能は別部隊として分

離され、戦術的プロジェクト管理よりも、 革
新的な解決策の提供、事業部門（および各地域）

との連携に専念する

● 地域的 ITの構築：本社管轄地域以外の全ロケ
ーションで成長戦略のサポートやエンタプラ

イズ・アーキテクチャーの活用を促進する

● 一元的データ管理チーム：業務上の意思決定
を支援する明確かつ有益なデータを確保する

● ITプランニング・チーム：サービス管理プロ
セスや社内の ITイニシアチブを推進する

　改善課題は企業によって明確な違いがある一方

で、優れた IT組織には、しばしば次のような共
通する特徴が存在する。

　事業部門と IT 部門の効果的連携を推進する体
制　事業部門と IT部門の連携は、業務改革やイ
ノベーションを促進するうえで欠かせない。こう

した体制を管理するリーダーは両部門からの連携

の要求を理解し、ビジネス・リレーションシップ・

マネージャー（BRM）のような役割を担っている。
彼らは社内のアカウント・マネージャーとして特

定事業チームとの単一の窓口になり、業務上の問

題に ITソリューションを提案したり、会社にも
たらされる価値によって事業プロジェクトの優先

順位を決めたり、ITが業務イノベーションを支
援する創造的手法を見つけ出したりする。ビジネ

ス・リレーションシップ・マネージャーの役割を

設けることで、IT部門はアプリケーション重視
から事業重視への転換が図られる。この役割に関

して熟慮を要する点は、ITデリバリーのライフ
サイクル全体にわたって担うべき責任の範囲であ

る。この職務のキャリアパス、及びこの職務が

ITプロジェクトの実現やその活用にまで責任を
負うか否かまで考慮すれば、ITリーダーたちが

考えるべき他の重要事項も見えてくる。

　例えば、ビジネス・リレーションシップ・マネ

ジメントチームが CIO（最高情報責任者）によ
ってテコ入れされた、先のアパレル企業の事例を

見てみよう。このチームは、メンバーが事業分野

別に一元窓口になり、事業アナリスト、プロジェ

クト・マネージャー、アプリケーション開発者ら

のサポートを受けた。この企業は自らの戦略ロー

ドマップに従って ITプロジェクトに優先順位を
つけ、CIOはヨーロッパやアジアの事業部門を
担当するリーダーを任命し、中央の IT組織との
連携強化を図った。

　企業ごとに事情は異なるため、ビジネス・リレ

ーションシップ・マネージャーのような機能は、

その適合性をしっかり検討する必要がある。さら

に職務の配置を考える際は、その任務の遂行に使

用されることになる戦略や情報も勘案したい。こ

の職務で成果を上げるためには通常、事業プラン

と整合し、各機能のポートフォリオ計画を牽引す

る明確な IT戦略が不可欠である。
　このビジネス・リレーションシップ・マネージ

ャーの機能を外部に委託した場合の悪影響を我々

はいくつも見てきた。例えば、グローバル展開を

行うある小売企業の ITリーダーは、自社のリソ
ースをコア・コンピタンスに集中させたいと考え、

IT業務のアウトソーシングを積極的に進めた。
これはよく見かける戦略である。この企業は、ア

プリケーション開発やヘルプデスクからエンタプ

ライズ・アーキテクチャーに至るまで、IT業務
をそっくり外部委託し、ビジネス・リレーション

シップ・マネージャーの機能を単一のベンダーに

絞った。その結果、初めのうちはコスト削減が進

んだが、売上げをはるかに上回るペースで IT支
出が増加していることに間もなく気づくこととな

った。要は、インセンティブが偏りすぎた点に問

題があったのだ。ビジネス・リレーションシップ・

マネージャーの機能をアウトソーシングするとい
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うことは、新規の ITプロジェクトを立ち上げる
権限をこのベンダーに白紙委任したも同然であ

る。我々は、この小売企業がビジネス・リレーシ

ョンシップ・マネージャーの機能やエンタプライ

ズ・アーキテクチャーなど、複数の機能を社内に

戻すことの支援を行った。また、この企業の IT
部門がコスト効率の良い方法で事業部門に対応で

きるよう、適切なガバナンス構造の構築も

支援した。また、弊社クライアントの繊維

会社が IT組織をそっくり外部委託すること
を検討した際には、このときの教訓を活か

し、ビジネス・リレーションシップ・マネ

ージャーとベンダー・マネージャーの機能

は社内に残すことを提言した。

　IT 戦略、立案、実行に対する統合的アプ
ローチ　優れた成果を上げる IT組織は、統
合的な ITプランニング・チームを編成して
サービスの改善や社内の ITイニシアチブ推
進にあたらせている。その際、「影」の IT
組織（日常的に IT業務に関わっているが、
本社 IT部門の指揮下に属さない要員）が中枢 IT
組織に統合されることで、莫大な効果が生まれる。

　影の ITチームを統合する決定は、社内の勢力
争いの影響を受けることがある。多くの企業、と

りわけ過去に買収の経験がある大企業では、IT
機能を遂行するチームが組織内のあちこちに散在

している。この機能は本社から遠隔操作できると

は限らない。顧客データを現地化し、現地の一定

要件を満たすチームで管理することを規則で義務

付けている地域もあり、あるいは地域の事業部が

優れた業績や管理実績を盾に強い影響力を持って

いるかもしれず、結果的に地域の CIOや IT部門
の意思決定を支配することになる。こうした地域

の事業部が、会社の電子商取引サイトや地元顧客

のデータを管理する ITチームを抱えていること
もある。地域のデータ保護法などの規制により止

むを得ない場合もあろうが、完全に地域任せにす

るのは好ましいことではない。重要な市場で潜在

的利益を獲得する最善の手段は、堅牢なガバナン

スと効果的な支出管理である。地域の部署の裁量

に委ねてしまう会社は、せっかくの相乗効果（一

元的調達によるもの、など）やイノベーションの

アイデアをみすみす放棄することになる。

　例えばグローバル企業の場合、ある ITベンダ

ーの見積り額が、同一企業内で事業部ごとに違っ

たとしても不思議ではない。多くの場合、部門間

のコミュニケーション不足に原因があり、同じサ

ービスでありながら、ある事業部は別の事業部よ

りも有利な数量割引を受けていたりする。購買価

格の統一化・合理化は、コストを大幅に削減する

と同時に、企業全体に対するベンダーの対応を向

上させる。また、強力なベンダー管理能力も、ガ

バナンスの向上とさらなるコスト削減につなが

る。サービスの外部委託が多い企業は、ベンダー

管理を必須能力と捉えるべきと我々は考える。ベ

ンダー管理は大部分の IT組織では管理職任せに
なっているが、アウトソーシングが拡大すれば、

これは多くの場合ひとつの立派な業務になる。い

や、ひとつの中核能力と言ってもいい。我々は先

の繊維会社とアパレル会社の両方の事例で、この

機能と、それを遂行する職務を新たに設けた。

IT 部門はサービス提供
者 で あ り、 会 社 と 従 業
員がその顧客だという
意識を持つべきである



Building a capability-driven IT organization  |  A.T. Kearney 11

　さらに ITプランニング・チームは、ビジネス
ニーズ、全社の戦略、IT投資の間の整合性をと
る目的で、エンタプライズ・アーキテクチャーや

アプリケーション・ポートフォリオをその責任範

囲に持つ場合が多い。エンタプライズ・アーキテ

クチャー、プランニングおよび IT支出をひとつ
のグループに集中させるという意思決定は、社内

の勢力争いを解決するためではない。過剰なアプ

リケーションや、機能の重複を避けるために、グ

ローバルにサービスを調整する必要性からのもの

だ。

　柔軟で機動的な体制　優秀な IT組織は、ビジ
ネスの新たな優先課題に対して臨機応変に対応で

きる。例えば、2つの会社が合併する場合、双方
の IT部門を統合し、全部門に共通するサービス
を提供する一方、分析など事業部ごとの個別のサ

ービスも維持していくという具合である。その際、

組織体制は一時的な構成要素を含む可能性があり、

短期および長期の全体移行計画を定めることがき

わめて重要である。例えば、データ管理がビジネ

ス分析をサポートするための戦略的な IT優先課
題であると会社が判断し、その結果、CIOに直
属する IT組織内に統合的なデータ管理組織を設
けるとする。この目的が達成されたときは、この

統合的なデータ管理チームは組織の下の階層に格

下げすることができる。場合によっては、この機

能を外部委託するということさえ考えられる。デ

ータ管理への投資を続ければ効果は逓減し始める

が、この機能を外部委託することで得られた一時

的なコスト削減効果を他の分析力向上などの目的

に使うこともできるはずだ。

　ビジネスに機動性はきわめて有益であるが、IT
組織にとっては高くつく。求められる機敏さを維

持するためには、IT組織は絶えず能力カタログ
を更新し、事業部門にとって重要な新たなサービ

スをいつでも提供できるようにしておく必要があ

る。優れた IT組織は、従業員がつねに最新技術

に通じ、業界の資格を取得できるように継続的学

習を奨励することを定めている。

3. 「最適コスト」モデルの開発
「最適コスト」モデルのあるべき姿を描くことで、

「変革すべき理由」と IT変革への取り組みに必要
な方法論が見えてくる。このステップにより、戦

略を実際の目標コスト水準と期待効果に具体化す

ることが可能になる。

　基準値の設定　現状コストの基準値を決め、そ
れを最適コスト・モデルと比較することにより、

必要な投資額と将来の年間費用を推定できる。基

準値の設定は一見、必要ないように思えるかもし

れない。CIOは支出額を把握しているからであ
る。ところが、我々の経験からすると、費用の支

出先や各領域への配分額が、必要な能力と照らし

合わせてみて妥当か過剰かを CIOの多くは分か
っていない場合がよくある。基準値はまた、予算

が非中核能力分野で適切に使用されているかを見

きわめ、もし不適切であれば、もっと費用効率の

高い調達方法（アウトソーシングなど）を見つけ

るのにも役立つ。そのためにはコストモデルにお

いて、基本的な IT機能を分離把握して、比較可
能なものを見つけやすい状態にすることが必要で

ある。

　コスト・ベンチマーキングは有効な手段である

が、実施の際は、それぞれの企業固有の複雑さを

排除して、真に同一条件で比較できるベンチマー

クは存在しないことを理解する。その上で、類似

する業界同士を比較することが肝要である。例え

ば、小さなアパレル専門企業の IT支出比率が、
ナイキやプロクター＆ギャンブルといった世界的

大企業のそれと同等と考えるのは適切ではない。

　最近、A.T. カーニーのクライアントになった別
の繊維会社では、IT支出に占める直接労務費の
割合が、ベンチマークの示した値よりもはるかに

大きかった。この会社の複雑なレガシー・システ
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ムは社内の知識や専門的技術を必要とし、そのこ

とがより安価なアウトソーシング・サービスの利

用を阻んでいた。しかし、労務費が大きいからと

いって、この会社の支出が過剰であるとか、余剰

人員を抱えているというわけではない。むしろ、

その複雑なレガシー・システムそのものが問題の

根源に思える。

　将来コストを予測する　最適コスト・モデルは、
将来のコスト目標を設定し、潜在的 IT戦略シナ
リオのインパクトを定量化するツールである。優

れた最適コスト・モデルは経営上層部にとって有

効な意思決定手段となるため、以下の能力を備え

る必要がある。

● 重要な変動要因の変化が総コストや効果に及
ぼすインパクト － ITの非中核機能の外部委
託や能力構築に必要な投資のインパクトなど 
－ を把握するWhat-ifシナリオ分析に対応し
ている

● 事業の発展をサポートするのに必要な ITキャ

パシティー（人員数、サーバーなど）の予測

を含んでいる

● コスト想定額は過去の実績をベースにするが、
将来のコスト変動や供給方式の前提も組み込

んで予測する（アプリケーション開発サービ

スの提供は、企業内リソース、国内リソース、

輸入リソースまたは海外リソースを用いるこ

とで可能であり、コストはそれぞれ異なる、

など）

● 現在計画されているあらゆるイニシアチブ（大
規模サプライチェーンの変革など）を含めて

モデル化する

　優れた最適コスト・モデルは、ITイニシアチ
ブに関する意思決定のみならず、IT年間予算を
組むための判断基準としても大いに役立つ（図

6）。予算上の制約を組み込んだ単一の算定モデル

を構築することも可能だが、まず制約抜きで最適

コストを出し、それから概算コストを予算上の制

約と照らし合わせ、モデルに入力する想定額を適

図6
最適コスト・モデルはIT組織の将来像や
ロードマップの作成に伴う意思決定に役立つ（例示）

出所：A.T. カーニー分析
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宜更新するというやり方を、我々は推奨する。

　我々はこの手法を、アパレル業界のクライアン

ト企業で、向こう 5年間の ITコストの予測に利
用した。予期される需要と優先順位に基づくと、

特定能力の構築に初期投資が必要となるある年度

においてピークに達することが判明した。このモ

デルによって、CIOにとって今後必要になるで
あろう予算額がはじき出された。そして、明らか

に予算が承認されそうもないような案件も見出す

ことができた。そのため、ある程度の期間に分散

して投資するなど妥協案を検討することも可能と

なった。

4. 目標へと至るロードマップの作成
　最後に、最終目標に到達するためのロードマッ

プを作成するが、予算の範囲内で、業務上の優先

事項を踏まえたスケジュールに沿って行う。ロー

ドマップでは、最終状態に到達可能な方法をさま

ざま勘案するとともに、そうした状態を実現させ、

その組織にとっての最適コスト・モデルに達する

ために必要となる主な中途目標を設定する。こう

してロードマップが決まると、プロジェクト間で

限られた予算や人材を奪い合うという問題がなく

なる。例えばよりチャネル横断的なマーケティン

グによって売上げの拡大を図ろうとする事業戦略

であれば、データの管理・統合・ガバナンスを最

優先すべきである。例えば、ある通信会社の事業

戦略のひとつの柱は、収益強化に貢献する能力の

向上であった。そこで、そのロードマップ内の

ITイニシアチブはすべて、この会社の新規顧客
の獲得または既存顧客へのサービス向上のい

ずれかに資するものでなければならないとな

った。

　これらの機能を遂行するためのリソースを

すべて、ロードマップに明示する必要がある。

選択肢はかなり目に見えている場合が多い。

社内トレーニングによる内部人材の育成か、

はたまた重点的雇用、ゆくゆくは一部機能の

外部委託による外部人材の活用かのいずれか

だ。弊社クライアントの通信会社は、コール・

センターなどいくつかのサービス機能を外部

委託し、収益創出イニシアチブに人材を配置

転換した。

　我々はイニシアチブ立ち上げの適切なスケ

ジュールを決める際、優先順位付けフレーム

ワークを利用する。例えば、第 2四半期でのアウ
トソーシングを目指すのであれば、その四半期よ

り前に業者選定、ベンダー管理、ITプロセスと
いった作業が必要であり、これらが主要な中途目

標になる。業務の外部委託は、2段階から 3段階
ぐらいのフェーズに分けて行うのが望ましい。こ

れを数年にわたって毎四半期ごとに繰り返し行う

ようなことは避けるべきだ。残った ITスタッフ
は当然、次は何が起きるのかと不安になり士気が

低下するからである。

　ロードマップは、上級リーダーが絶えず見直し

を行う必要があり、ビジネス・ダイナミクスの変

化に対応できる柔軟性と同時に、変革へのモメン

タムを維持するための厳しい規律が求められる。

IT に期待されているも
のはまさに、コスト削
減、 業 務 改 革 の 実 現、
イノベーションの推進
である
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しかし多くの企業は、IT能力の変革と同時進行
で要請されるビジネスの変化への対応に苦労す

る。様々なイニシアチブにおいて、ステークホル

ダーたちと協調の土台を築くために、意思決定の

一元化が重要であることの理由を説明したり、デ

ータを共有するなど、協力してイニシアチブを推

進するような非公式な努力を彼らは見落としがち

である。こうした点がおろそかになるとしばしば

変革への抵抗を生み、やがてロードマップ上の障

害になる。どんな変革にもチェンジ・マネジメン

トが不可欠なことは言うまでもない 1。

戦略リーダーとしての IT 組織
ITに期待されているものはまさに、コスト削減、
経営革新、イノベーションの推進である。イノベ

ーションのペースが増すにつれ、需要の変化に追

いついていけない企業は、機動性に優れるライバ

ルに遅れをとる恐れがあり、ますます IT部門へ
の依存を強めていく。IT部門のリーダーは、日々
の実務遂行だけでなく、将来を見据えた戦略立案

に積極的に関与しなければならない。そのために

は、戦略、文化、組織、プロセスにおける大きな

変革が必要になる。成功は、企業の IT活用を推
進する能力を持つ IT組織の構築ができるかどう
かにかかっている。それはビジネスの目標達成に

貢献し、企業の戦略策定において重要な役割を担

う IT組織である。絶対必要であるが、恐らく困
難でもあるこうした変革を実行する IT組織は、
社内における ITの重要性を高め、企業を長期的
成功の軌道に乗せるはずである。

A.T. カーニー株式会社

〒107-6032 東京都港区赤坂1-12-32 アーク森ビル東館32F

TEL： 03-5561-9155　FAX： 03-5561-9190

Eメール： inquiry.jp@atkearney.com

ホームページ： www.atkearny.co.jp

1 詳細は、『A Lean Approach to Change Management（チェンジ・マネジメントのための効率的なアプローチ）』（www.atkearney.com）参照。
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